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財 政 規 模

１　長門市一般・特別会計一覧表

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 伸率

22,080,000 69.0 23,069,000 69.9 ▲ 989,000 ▲ 4.3

国民健康保険事業会計 4,673,117 14.6 4,832,261 14.6 ▲ 159,144 ▲ 3.3

湯本温泉事業会計 14,793 0.1 14,230 0.1 563 4.0

介護保険事業会計 4,289,601 13.4 4,267,598 12.9 22,003 0.5

後期高齢者医療事業会計 948,703 2.9 834,174 2.5 114,529 13.7

小　  　　  　　計 9,926,214 31.0 9,948,263 30.1 ▲ 22,049 ▲ 0.2

32,006,214 100.0 33,017,263 100.0 ▲ 1,011,049 ▲ 3.1合　　　  　　　　　計

(単位:千円、%)

　　　　　　　年　　　度

会　計　名

令和８年度 令和７年度 比　　　　　較

一   般   会   計

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計
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歳入予算(款別)

当初予算額（A） 構成比 当初予算額（B） 構成比 増減額（A）-（B） 伸率

1 市税 3,559,834 16.1 3,493,031 15.1 66,803 1.9

2 地方譲与税 241,736 1.1 250,868 1.1 ▲ 9,132 ▲ 3.6

3 利子割交付金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

4 配当割交付金 19,000 0.1 18,000 0.1 1,000 5.6

5 株式等譲渡所得割交付金 23,000 0.1 17,000 0.1 6,000 35.3

6 法人事業税交付金 71,265 0.3 69,038 0.3 2,227 3.2

7 地方消費税交付金 800,000 3.5 780,000 3.3 20,000 2.6

8 ゴルフ場利用税交付金 4,000 0.0 4,500 0.0 ▲ 500 ▲ 11.1

10 環境性能割交付金 0 0.0 29,000 0.1 ▲ 29,000 ▲ 100.0

11 地方特例交付金 52,000 0.3 13,000 0.1 39,000 300.0

12 地方交付税 8,700,000 39.4 8,600,000 37.3 100,000 1.2

13 交通安全対策特別交付金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

14 分担金及び負担金 28,611 0.1 31,297 0.1 ▲ 2,686 ▲ 8.6

15 使用料及び手数料 223,726 1.0 209,202 0.9 14,524 6.9

16 国庫支出金 2,598,524 11.8 2,258,836 9.8 339,688 15.0

17 県支出金 1,555,434 7.1 1,680,588 7.3 ▲ 125,154 ▲ 7.4

18 財産収入 125,029 0.6 160,674 0.7 ▲ 35,645 ▲ 22.2

19 寄附金 710,001 3.3 702,001 3.1 8,000 1.1

20 繰入金 1,688,461 7.6 1,975,869 8.6 ▲ 287,408 ▲ 14.5

21 繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

22 諸収入 403,278 1.8 666,395 2.9 ▲ 263,117 ▲ 39.5

23 市債 1,270,100 5.8 2,103,700 9.1 ▲ 833,600 ▲ 39.6

22,080,000 100.0 23,069,000 100.0 ▲ 989,000 ▲ 4.3

２　一般会計の推移

(単位:千円、%)

　　　　　　　　年　度

区　分

令和８年度 令和７年度 比　　　　較

歳　　入　　合　　計
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歳出予算(目的別)

当初予算額（A） 構成比 当初予算額（B） 構成比 増減額（A）-（B） 伸率

1 議会費 174,890 0.8 171,884 0.8 3,006 1.7

2 総務費 3,843,917 17.4 4,193,880 18.2 ▲ 349,963 ▲ 8.3

3 民生費 6,785,917 30.7 6,440,597 27.9 345,320 5.4

4 衛生費 2,285,052 10.4 2,286,632 9.9 ▲ 1,580 ▲ 0.1

5 労働費 25,438 0.1 21,292 0.1 4,146 19.5

6 農林水産業費 1,607,996 7.3 1,832,159 7.9 ▲ 224,163 ▲ 12.2

7 商工費 2,040,652 9.3 1,892,621 8.2 148,031 7.8

8 土木費 949,967 4.3 1,025,775 4.5 ▲ 75,808 ▲ 7.4

9 消防費 769,500 3.5 1,423,186 6.2 ▲ 653,686 ▲ 45.9

10 教育費 1,196,258 5.4 1,217,295 5.3 ▲ 21,037 ▲ 1.7

11 災害復旧費 3,700 0.0 3,700 0.0 0 0.0

12 公債費 2,335,618 10.6 2,499,551 10.8 ▲ 163,933 ▲ 6.6

13 諸支出金 31,095 0.1 30,428 0.1 667 2.2

14 予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

22,080,000 100.0 23,069,000 100.0 ▲ 989,000 ▲ 4.3

歳出予算(性質別) （単位：千円、%）

当初予算額（A） 構成比 当初予算額（B） 構成比 増減額（A）-（B） 伸率

人件費 4,679,212 21.2 4,387,726 19.0 291,486 6.6

扶助費 3,482,308 15.8 3,275,326 14.2 206,982 6.3

公債費 2,335,612 10.6 2,499,545 10.8 ▲ 163,933 ▲ 6.6

小　　　計 10,497,132 47.6 10,162,597 44.0 334,535 3.3

普通建設事業費 2,057,893 9.3 2,989,463 13.0 ▲ 931,570 ▲ 31.2

　　うち補助事業 1,356,280 6.1 1,254,092 5.4 102,188 8.1

　　うち単独事業 498,363 2.3 1,562,153 6.8 ▲ 1,063,790 ▲ 68.1

　　うち県事業負担金 203,250 0.9 173,218 0.8 30,032 17.3

災害復旧事業費 3,700 0.0 3,700 0.0 0 0.0

小　　　計 2,061,593 9.3 2,993,163 13.0 ▲ 931,570 ▲ 31.1

物件費 4,060,200 18.4 4,303,827 18.7 ▲ 243,627 ▲ 5.7

維持補修費 388,070 1.8 339,125 1.5 48,945 14.4

補助費等 2,867,641 13.0 3,062,484 13.3 ▲ 194,843 ▲ 6.4

積立金 31,094 0.1 30,427 0.1 667 2.2

貸付金 57,320 0.3 48,050 0.2 9,270 19.3

投資及び出資金 88,702 0.4 115,156 0.5 ▲ 26,454 ▲ 23.0

繰出金 1,998,248 9.0 1,984,171 8.6 14,077 0.7

予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

小　　　計 9,521,275 43.1 9,913,240 43.0 ▲ 391,965 ▲ 4.0

22,080,000 100.0 23,069,000 100.0 ▲ 989,000 ▲ 4.3

令和８年度 令和７年度 比　　　　較

義
務
的
経
費

(単位:千円、%)

　　　　　　　　年　度

区　分

令和８年度 令和７年度 比　　　　較

投
資
的
経
費

そ
　
の
　
他
　
の
　
経
　
費

歳  出  合  計

歳　 出 　合　 計

　　　　　　　　年　度

区　分
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基金の状況
（単位：千円）

積　立　額 取　崩　額

A B C A+B-C

5,102,304 4,732,518 1 1,300,000 3,432,519

153,339 148,598 1 5,384 143,215

2,817,480 2,438,229 31,092 361,860 2,107,461

職員退職手当基金 555,070 657,437 1 657,438

地域福祉振興基金 258,799 254,963 1 5,497 249,467

観光振興基金 8,442 8,478 1 8,479

子ども教育ゆめ基金 8,229 7,845 1 470 7,376

香月泰男美術館運営基金 106,000 95,952 1 10,379 85,574

地域活性化基金 1,456,540 992,050 1 300,000 692,051

再生可能エネルギー活用基金 527 628 101 729

森林環境整備基金 17,144 17,218 1 17,219

長門湯本温泉みらい振興基金 12,263 14,749 30,982 29,600 16,131

環境整備協力費基金 13,860 11,712 1 11,614 99

公共施設維持補修等基金 380,606 377,197 1 4,300 372,898

8,073,123 7,319,345 31,094 1,667,244 5,683,195

市債残高の状況
（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

A B C A+B-C

18,908,521 19,055,841 1,270,100 2,190,769 18,135,172

　財政調整基金

令和７年度末
現在高見込額

令和８年度中増減見込み
令和８年度末
現在高見込額

　一般会計

令和６年度末
現　　在　　高

　減債基金

　その他特定目的基金

合計

会計名

基金の名称

令和６年度末
現　　在　　高

令和７年度末
現在高見込額

令和８年度中増減見込み
令和８年度末
現在高見込額
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予算費目別主要事業
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(一般会計)　　　

２款 総務費

　　１項 総務管理費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１一般管理費

　一般管理費 1,000 1,000 77

○資格取得費助成金

２文書広報費

　シティプロモーション事 2,415 2,415 79

　業

○長門市の知名度向上（報償費・委託料等）

○メディアへの売込強化（旅費等）　

５財産管理費

　市有財産利活用事業 12,420 4,300 8,120 81

○旧大羽山寮解体に係る周辺建物調査業務

６企画費

　総合計画策定事業 8,618 8,618 81

○総合計画審議会委員報酬

○アドバイザー報償費

○委員・アドバイザー費用弁償

○総合計画印刷費

○第３次総合計画策定業務委託料

　定住促進対策事業

44,585 6,918 37,667 83

○移住相談体制整備事業

（相談者管理システム、報酬等）

○情報発信事業

（フェア等参加、マッチングサイト使用料等）

○お試し暮らし支援事業

（移住体験ツアー等）

○空き家活用事業

（成約報奨金、ＶＲシステム使用料等）

○定住支援事業

（リフォーム等補助、移住者交流会）

○移住支援金

【拡】定住促進対策事業（企画政策課）

本市の人口減少を抑制するため、市外から人を呼び
込み、定住・定着を図る。

本年度は、増加する移住相談に対応できるよう体制
強化を図るとともに、移住体験ツアー参加者枠の拡大
や、空き家リフォーム工事への助成の拡充により、移
住者の増加につなげる。

10,430

目・細目 事業費
左の財源内訳

事業名・内容

1,000

予　算
説明書
ページ

18,391

3,197

948

2,529

9,090

老朽化の進行が著しく、人及び財産（動産、不動
産）に損害を与える恐れがあり、解体の緊急性が高い
と判断したものから、解体撤去を行う。

3,803

○旧大羽山寮解体工事 8,617

第３次総合計画策定事業（企画政策課）

平成29年３月に策定した第２次長門市総合計画につ
いては、令和８年度をもって計画期間が満了すること
から、令和９年度を始期とする第３次計画を策定す
る。

360

160

50

953

7,095

【新】職員資格取得支援事業（総務課）

　職員の自己啓発意欲を喚起し、資質向上を図ること
によって、市政発展と市民サービス向上に資するた
め、職員が資格を取得するために要した経費の一部を
補助する。

シティプロモーション事業（企画政策課）

公共施設等解体撤去事業（監理管財課）

本市に暮らす定住人口、観光で訪れる交流人口、地
域や地域の人々と多様に関わる地域外の地域づくりの
担い手である関係人口を呼び込み、本市を持続可能な
地域とするため、地域の魅力を内外へ発信し知名度の
向上と地域活性化を図る。また、市民が地元の良さを
再認識することで地元への誇りと郷土愛を育む。

1,728

687
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(一般会計)　　　

２款 総務費

　　１項 総務管理費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

６企画費

　地域おこし協力隊設置事 61,716 61,716 83

　業

○隊員の募集に係る経費(旅費、負担金等)

○隊員の任用に係る経費(報酬等)

○隊員の活動支援に係る経費(委託料等)

○隊員の起業等に要する経費(補助金)

○地域おこしインターン等に要する経費

(委託料等)

○定住のための空き家改修経費(補助金)

　医療・福祉系人材確保事

　業 5,039 5,039 83

○奨学金返還支援補助金

・対象業種

医師、看護師、保健師、薬剤師、介護士、

保育士、幼稚園教諭等

　ふるさと応援寄附推進事

　業 352,184 352,184 83

○会計年度任用職員報酬等

○返礼品購入及び発送経費

○サイト掲載料・決済手数料

○ふるさと納税業務委託料

○企業版ふるさと納税マッチング委託料

○イベント参加経費

８市民活動推進費

　集落機能再生事業 65,369 10,000 55,369 85

○集落支援員設置経費

○集落機能再生補助金

○旧大畑小学校体育館改修建築工事

（真木渋木地区まちづくり協議会事務所）

○施設管理・事務費

3,516

医療・福祉系人材確保事業（企画政策課）

本市の将来を支える専門分野の人材確保及び若者の
市内定着を図るため、大学等を卒業後に市内で医療・
福祉分野の専門職として勤務し、かつ、引き続きその
業務に従事する意思を有する者を対象に、奨学金の返
還支援（公務員を除く）を行う。

5,039

32,373

20,485

1,000

3,342

1,000

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

地域おこし協力隊設置事業（企画政策課）

地方・地域で活躍したい人材を「地域おこし協力
隊」として採用し、地域活性化に取り組む。

応募者確保に向けて、都市部で開催される各種フェ
アへの参加に加え、活動内容への理解促進のため、着
任前のインターン制度等の活用を図る。

また、任期満了後の隊員の定着に向けた起業等への
補助を行う。

少子高齢化及び人口減少への対策として、ながと協
働アクションプランに基づき、集落機能の再生・維持
を図るための経費を計上する。

43,318

11,300

10,000

751

26,250

2,420

1,135

集落機能再生事業（市民活動推進課）

ふるさと応援寄附推進事業（産業政策課）

ふるさと納税を利用された市外からの寄附者に対し
て、市内業者から調達した返礼品を送付することで、
本市及び市内産品のＰＲ並びに同産品の販売促進につ
なげる。

3,590

238,348

80,441
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(一般会計)　　　

２款 総務費

　　１項 総務管理費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

８市民活動推進費

　自治会組織等助成金事業 2,514 2,514 85

○地区集会所建設費助成金

　・新築：建設費総額の２/５以内（限度額400万円）

　・改修：１件20万円を超える経費の２/５以内

　　　　　　　　　　　　　　　 （限度額100万円）

　出会い創出支援事業

2,500 1,814 686 87

〇ＧＯ－ＥＮプロジェクト推進事業負担金

　コミュニティ創出支援事

　業 3,000 3,000 87

○コミュニティ創出支援事業費補助金

　まち・ひと創生推進事業

20,425 20,425 87

○市民活動支援センター事業経費

○市民活動支援センター維持管理経費

９電算管理費

　デジタルトランスフォー 44,161 2,188 41,973 87

　メーション推進事業

〇行政手続オンライン化

〇自治体窓口ＤＸＳａａＳ

（窓口業務支援システム）導入等

〇チャット、ローコードツール導入等

〇生成ＡＩサービス導入等

〇外部人材登用に係る経費（負担金等）

2,514

出会い創出支援事業（市民活動推進課）

萩市、美祢市と連携し、独身男女の結婚活動を支援
するため、ＧＯ－ＥＮセンターの運営、出会いの場と
なるイベントの開催等に係る負担金を計上する。

15,840

11,920

4,574

4,827

7,000

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

【拡】デジタルトランスフォーメーション推進事業
（デジタル戦略課）

長門市デジタルトランスフォーメーション推進方針
に基づき、「行政のデジタル化」「しごと・くらしの
デジタル化」「デジタル人材の育成」を柱に、スマー
ト市役所の構築を進め、市民の利便性向上を図る。

市民協働によるまちづくりを進める中核的支援拠点
として、市民活動や地域づくりを担う人材、団体の育
成・支援を行う市民活動支援センターの運営経費を計
上する。

19,255

1,170

目・細目 事業名・内容

2,500

コミュニティ創出支援事業（市民活動推進課）

市民活動団体が提案する、地域団体と協働・連携し
て地域課題の解決に取り組む事業を支援することで、
持続可能なまちづくりの推進及び地域交流活動の活性
化を図る。また、ＮＰＯ設立を目指す団体等を支援す
る。

3,000

まち・ひと創生推進事業（市民活動推進課）

地区集会所建設費助成事業（市民活動推進課）

自治会の活動拠点である地区集会所の建設費等を一
部助成することにより、地域住民の福祉向上及びコ
ミュニティ活動の推進を図り、良好な地域社会の維持
及び形成に寄与する。
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(一般会計)　　　

２款 総務費

　　１項 総務管理費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

９電算管理費

　地方公共団体情報システ 192,310 23,479 168,831 87

　ム標準化対応事業

〇標準化システム運用経費

〇ガバメントクラウド利用経費

〇標準化システム移行業務委託

11三隅支所費

　市民が主役の地域活性化 5,000 5,000 89

　事業

○地域活性化事業

12日置支所費

　市民が主役の地域活性化 5,000 5,000 91

　事業

○地域活性化事業

13油谷支所費

　市民が主役の地域活性化 5,000 5,000 91

　事業

○地域活性化事業

14出張所費

　市民が主役の地域活性化 3,000 3,000 93

　事業

○地域活性化事業

通・仙崎・俵山出張所（各1,000）

　出張所費

6,391 6,391 93

〇工事請負費

・トイレ建築工事

・トイレ給排水衛生設備工事

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

地方公共団体情報システム標準化対応事業（デジタル
戦略課）

「地方公共団体情報システムの標準化に関する法
律」に基づき標準化システムに移行した本市情報シス
テムを運用するとともに、令和８年度以降の移行とな
る「特定移行支援システム」及び一部機能について、
引き続き移行作業を進める。

80,773

88,058

23,479

3,366

3,025

市民が主役の地域活性化事業（総合窓口課）

　市民と行政が地域における現状と課題を共有し、地
域ごとの特色あるまちづくりを進めていく中で、市民
との協働により、日々の生活に密着した生活基盤の改
善や地域の活性化につながる事業、公共的な課題の解
決に資する事業等を実施する。

3,000

【新】向津具出張所来庁者用トイレ整備事業（向津具
出張所）

土日祝日における向津具出張所来庁者のほとんど
は、観光客をはじめとするトイレ利用者となってい
る。そのため、令和８年４月以降日直業務を廃止し、
閉庁とするが、観光振興の観点から、来庁者用トイレ
を屋外に整備し、利便性の向上を図る。

　市民と行政が地域における現状と課題を共有し、地
域ごとの特色あるまちづくりを進めていく中で、市民
との協働により、日々の生活に密着した生活基盤の改
善や地域の活性化につながる事業、公共的な課題の解
決に資する事業等を実施する。

5,000

市民が主役の地域活性化事業（油谷支所）

　市民と行政が地域における現状と課題を共有し、地
域ごとの特色あるまちづくりを進めていく中で、市民
との協働により、日々の生活に密着した生活基盤の改
善や地域の活性化につながる事業、公共的な課題の解
決に資する事業等を実施する。

5,000

予　算
説明書
ページ

市民が主役の地域活性化事業（三隅支所）

　市民と行政が地域における現状と課題を共有し、地
域ごとの特色あるまちづくりを進めていく中で、市民
との協働により、日々の生活に密着した生活基盤の改
善や地域の活性化につながる事業、公共的な課題の解
決に資する事業等を実施する。

5,000

市民が主役の地域活性化事業（日置支所）
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(一般会計)　　　

２款 総務費

　　１項 総務管理費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

17防災対策費

　防災対策事業 5,027 2,200 2,827 95

○ウェブ版ハザードマップ更新委託料

　防災対策費

31,841 31,841 95

18国際交流費
　多文化共生社会の構築に 1,240 533 707 95
　向けたグローバル化対策
　事業

〇通信運搬費
〇日本語講座等開催委託料
〇地域日本語教育推進部会負担金

37 スポーツ振興費

　スポーツを活用した地域 9,090 9,090 97

　活性化推進事業

○開催事業費負担金

・事業主体 ＪＡＬ 向津具ダブルマラソン実行

委員会

・開催日 令和８年６月14日(日)

・定員 ダブルフルの部 629人

シングルフルの部 629人

棚田ウォークの部 300人
・総事業費

・スタッフ 約1,000人

○会計年度任用職員報酬等

【新】洪水ハザードマップ作成事業（防災危機管理
課）

山口県が、その他河川に係る洪水浸水想定区域図を
令和８年３月に指定予定であることから、新たに本市
における洪水ハザードマップを作成する。
　また、ウェブ版ハザードマップも更新する。

○洪水ハザードマップ作成委託料 4,400

73
1,101

66

向津具ダブルマラソン開催事業（スポーツ文化交流
課）

「第10回 ＪＡＬ 向津具ダブルマラソン」を開催す
るため、コース警備や選手の輸送等の運営に係る経費
を計上する。

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

多文化共生社会の構築に向けたグローバル化対策事業
（市民活動推進課）

市内在住外国人の生活満足度向上を図るため、なが
と日本語クラブへ日本語講座等開催業務を委託する。

　・更新台数　仙崎地区1,144台

　　　　　　　渋木・真木地区206台

　　　　　　　　　　　　　　（予備機30台含む）

目・細目 事業名・内容

　・Ａ１両面印刷　６図郭割　16,000部

627

音声告知端末機更新（仙崎、渋木・真木地区）（防災
危機管理課）

平成25年度以降、順次整備を進めてきた音声告知端
末放送システムについて、設備導入から相当年数が経
過し、告知放送受信機が更新時期を迎えていることか
ら、年次的に更新を行い、災害時等の連絡手段を確保
する。

○委託料 31,841

5,500

43,816

3,590
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(一般会計)　　　

２款 総務費

　　１項 総務管理費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

37 スポーツ振興費

　スポーツを活用した地域 3,092 3,092 97

　活性化推進事業

○開催事業費負担金

・事業主体 山口 長門・美祢 SEA TO SUMMIT実

行委員会

・開催日 令和８年11月７日(土)・８日(日)

・定員 300人

・総事業費

○ＰＲイベント等出店経費

6,366 3,400 2,966 97

○スポーツ教室等開催事業

・消耗品

・広報・周知チラシ印刷費

・スポーツ教室委託料

・会場使用料

○招致活動経費

・職員旅費

・大会等招致活動費

○スポーツ合宿誘致事業補助金

・事業主体 長門市観光コンベンション協会

・事業内容 社会人スポーツ合宿補助金 900

（1人1泊あたり3,000円）

学生スポーツ合宿補助金 2,500

（1人1泊あたり1,000円）

　中学校部活動地域移行事

　業 70,206 6,500 7,900 55,806 99

目・細目 事業名・内容

1,800

250

100

1,400

50

2,000

9,000

1,092

【新】スポーツによる交流拡大推進事業（スポーツ
文化交流課）

ながとブルーエンジェルスやパナソニックスポーツ
等と連携し、幼児から高校生までを対象としたスポー
ツ教室や訪問指導を実施してスポーツの裾野を拡大す
る。

また、ナショナルチームや県外の高校・大学・社会
人等のスポーツ合宿を積極的に誘致し、交流人口の拡
大を図る。

【新】アウトドアを活用した地域活性化推進事業
（スポーツ文化交流課）

「長門市アウトドアツーリズム基本構想」に基づ
き、従来の旅行形態から、新たな付加価値としてアウ
トドアスポーツを活用した交流人口の拡大を図る。

昨年度に引き続き、県内で唯一「ジャパンエコト
ラック」に認定されている長門市から美祢市のエリア
を活用して「山口 長門・美祢 ＳＥＡ ＴＯ ＳＵＭ
ＭＩＴ」を開催する。

○その他 14,310

○指導者に係る経費（謝金等） 13,737

○バス移動に係る経費 38,578

○物品購入等に係る経費 3,581

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

中学校部活動地域移行事業（スポーツ文化交流課）

令和７年度に設立し中学校部活動から完全移行した
市営地域クラブＮＡＧＡＴＯスポーツ・カルチャーク
ラブ（通称Ｎクラ）の運営を行い、市内中学生が共通
の種目選択肢のもと、持続的にスポーツ・文化芸術活
動に親しめる体制を維持する。

1,166

288

878

3,400
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(一般会計)　　　

２款 総務費

　　１項 総務管理費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

39文化振興費

　文化施設管理運営事業 114,761 2,800 111,961 101

〇ルネッサながと指定管理委託料

〇ながと総合体育館屋根等改修業務設計委託料

〇修繕料

〇施設照明ＬＥＤリース料

〇施設改修等負担金

18,590 7,900 10,690 101

〇基本設計・実施設計業務委託料

41文化財保護費
　文化財保護費 5,700 5,700 101

〇工事請負費

3,618 2,345 1,273 103

○調査委員会の委員報償費等

〇現地調査の実施に係る旅費等

〇需用費

2,702 2,702 103

〇調査委託料

〇報告書の印刷

4,509 270 4,239 103

〇講演会開催費

〇研究委員会の開催

〇公開展示に向けた施設改修等

〇佐賀県からの資料運搬、展覧会開催

〇関連イベントの実施

金子みすゞ記念館の魅力向上を図り、新たな来館者
層の獲得と交流人口の拡大につなげるため、展示室の
イメージ刷新等を伴うリニューアルに向けた経費を計
上する。

18,590

【新】赤崎神社楽桟敷法面修復事業（スポーツ文化交
流課）

赤崎神社横桟敷席裏側の法面の崩落を防ぐため、テ
ラセル擁壁を設置する工事を行う。

5,700

左の財源内訳 予　算
説明書
ページ

ルネッサながと管理運営事業（スポーツ文化交流課）

指定管理者制度を活用した管理運営、漏水調査結果
に基づく施設改修設計業務及び不具合が生じている機
械設備の改修工事に係る負担金等を計上する。

102,174

目・細目 事業名・内容 事業費

3,211

1,000

353

8,023

【新】金子みすゞ記念館リニューアル事業（スポーツ
文化交流課）

553

令和８年に実施する一般公開に必要な経費を計上す
るとともに、関連イベント等を開催する。

85

587

902

2,382

日置峠山須恵器窯跡出土品調査事業（スポーツ文化交
流課）

日置峠山須恵器窯跡（１～３号）の未整理出土品に
ついて、整理・調査及び出土品の復元を行い、３年間
の調査結果を報告書にまとめる。（全体計画Ｒ６～Ｒ
８）

1,657

1,045

【拡】重要文化財有柄細形銅剣保存活用事業（スポー
ツ文化交流課）

村田清風関係文書調査事業（スポーツ文化交流課）

令和７年度に引き続き、村田清風関係文書の精査及
び整理を行うとともに、史料の検索性を向上させた新
しい目録を作成し、資料の公開・活用に向けた調査を
行う。（全体計画Ｒ６～Ｒ９）

989

2,473

156
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(一般会計)　　　

２款 総務費

　　１項 総務管理費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

41文化財保護費

　文化財保護費 7,210 2,233 4,977 103

〇策定委員会開催費

〇ワークショップ、アンケート等の実施

〇委託料（計画策定支援業務）

〇事務費

1,028 220 808 103

〇記録集の発行

457 457 103

〇企画展の開催

42地域交流プラザ費

　交流プラザ施設・設備等 132,726 119,400 13,326 103

　改修事業

○空調改修機械設備工事

○設計管理等委託料

　三隅交流プラザ管理運営

　費 26,715 24,000 2,715 107

○空調改修機械設備工事

○設計監理等委託料

　地域交流プラザ費
4,049 2,024 2,025 111

〇消耗品費
〇システム委託料
〇備品購入費

【新】長門市文化財保存活用地域計画策定事業（ス
ポーツ文化交流課）

長門市の歴史文化と文化財を保存・活用し未来に継
承していくための基本方針及び具体的な事業実施スケ
ジュールを定めた計画を策定する。（全体計画Ｒ８～
Ｒ10）

196

338

中央交流プラザ等空調設備改修事業（市民活動推進
課）

老朽化し不具合が発生している中央交流プラザ大講
堂の空調改修工事を行う。

130,746

1,980

三隅交流プラザ空調設備改修事業（市民活動推進課)

予　算
説明書
ページ

【新】青海島名勝及び天然記念物指定100周年記念事
業（スポーツ文化交流課）

青海島が国の名勝等指定を受けて100周年を迎える
ことから、日本画家・東山魁夷の「朝明けの潮」の縮
小複製画の展示や、青海島の魅力を紹介する企画展を
開催する。

457

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

6,525

151

仙崎引揚80周年記念事業（スポーツ文化交流課）

令和７年度に実施した事業内容や新たに得られた証
言内容をまとめた記録集（窓口販売）を発行する。

1,028

486
2,772
791

老朽化により不具合が生じている三隅交流プラザの
ガス空調を新たに電気空調に取り替えるため、空調設
備を更新する。

25,362

1,353

【新】交流プラザオンライン予約システム導入事業
（市民活動推進課）

交流プラザの貸館に係る申請・許可行為をデジタル
化し、利用者が24時間いつでもどこでも施設の空き状
況を確認し、手軽にオンラインで申請・予約できるシ
ステムを構築するための経費を計上する。
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(一般会計)　　　

３款 民生費

　　１項 社会福祉費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１社会福祉総務費

　地域福祉推進事業 3,667 3,667 121

　長門市地域福祉センター

　管理事業 19,700 15,800 3,900 121

〇給水・電気設備改修工事管理業務委託

〇給水設備改修工事

〇電気設備改修工事

〇誘導灯ＬＥＤ更新

　多機関協働包括的支援事

　業 31,849 5,492 84 26,273 121

○報酬等

（相談支援包括化推進員、福祉エリア支援員）

○参加支援事業委託料

○福祉エリア支援員活動支援業務委託料

○事務費

２障害者支援施策費

　福祉タクシー助成事業 11,512 11,512 123

〇障害者福祉タクシー助成事業

・印刷製本費

・負担金、補助及び交付金

・【拡】通信運搬費

　障害者支援施策費

376 376 123

〇計画概要版の音声コード作成

・委託料

○地域福祉計画策定業務 3,667

長門市地域福祉センター設備改修事業（地域福祉課）

長門市地域福祉センターの高架水槽及び高圧ケーブ
ルの経年劣化に伴う改修工事を行うとともに、その監
理業務を委託する。
　また、センター内の誘導灯をＬＥＤへ更新する。

1,537

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

地域福祉計画策定事業（地域福祉課）

第４次地域福祉計画について、令和８年度をもって
計画期間が終了することから、令和９年度を始期とす
る５年間の第５次長門市地域福祉計画を策定する。

目・細目 事業名・内容

令和４年に施行された障害者情報アクセシビリ
ティ・コミュニケーション施策推進法の基本理念であ
る合理的配慮を踏まえ、視覚障害者等に対する情報取
得支援を図るための予算を計上する。

376

利用者等の窓口申請に係る負担軽減を図るため、令
和８年度分の申請歴がある方に対して、次年度以降再
度の申請を不要とし、プッシュ式でタクシー券を郵送
するための予算を計上する。

160

11,000

352

【新】第８期障害福祉計画及び第４期障害児福祉計画
〔概要版〕音声コード作成事業（地域福祉課）

24,098

2,292

5,100

359

【拡】障害者福祉タクシー助成事業（地域福祉課）

9,852

6,226

2,085

多機関協働包括的支援事業（高齢福祉課）

地域住民が抱える複雑化・複合化した問題に対し、
関係支援機関が協働で支援する体制を強化する。ま
た、必要な支援が届いていない方に支援が届くよう、
福祉エリア支援員による巡回訪問を行う。
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(一般会計)　　　

３款 民生費

　　１項 社会福祉費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

３障害福祉サービス費

　地域生活支援事業 13,064 9,798 3,266 125

〇日常生活用具給付等事業

　・蓄便袋･蓄尿袋

　・紙おむつ

　・その他(住宅改修費を含む)

　・【拡】紙おむつ

４老人福祉費

　その他老人福祉事業 2,032 2,032 127

〇計画策定業務委託料

３款 民生費

　　２項 児童福祉費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１児童福祉総務費

　児童虐待予防・対策総合 465 310 155 135

　事業

○親子関係形成支援事業委託料

・

　保育体制強化事業

15,300 7,650 7,650 135

○保育体制強化事業費補助金

・事業主体　私立保育所、私立認定こども園

・総事業費　15,300（県１/２）

・事業内容　保育士の独自加配補助

【拡】日常生活用具給付等事業（地域福祉課）

日常生活用具の給付対象品目「紙おむつ」の対象要
件に、20歳未満で、排尿・排便の意思表示が困難な強
度行動障害のある療育手帳Ａ所持者を追加すること
で、保護者の精神的・経済的な負担を軽減するととも
に、在宅生活での環境改善を目的とした予算を計上す
る。

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

【新】親子関係形成支援事業（子育て支援課）

児童虐待未然防止の一環として、児童との関わり方
や子育てに悩み・不安を抱えた保護者等に対して、愛
着形成を促し、親子間における適切な関係性の構築を
図る場を設ける。

高齢者健康福祉計画策定事業（高齢福祉課）

令和７年度に実施した基礎調査を基に、第10次長門
市高齢者健康福祉計画（老人福祉計画・介護保険事業
計画）〔令和９～11年度〕を策定する。

2,032

目・細目 事業名・内容

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

8,720

2,787

1,112

445

事業内容　講義やグループワーク、ロールプレイ
等による親子間の適切な関係性の構築

【新】保育体制強化事業（子育て支援課）

３歳未満児クラスに国の配置基準を超えて保育士を
独自配置する私立保育所及び私立認定こども園に対
し、保育人材確保を支援するための補助金を計上す
る。

15,300
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(一般会計)　　　

３款 民生費

　　２項 児童福祉費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１児童福祉総務費

　特定教育・保育施設整備 20,625 13,750 6,875 135

　事業

○特定教育・保育施設整備事業費補助金

・事業主体　認定こども園深川幼稚園

・総事業費　27,500

　うち 国負担

市負担

・事業内容　老朽化施設の改修費補助

　乳児等通園支援事業利用

　料助成事業 1,840 1,840 135

○乳児等通園支援事業利用料助成事業費補助金

・事業主体　私立認定こども園　１施設

・事業内容　無償化分利用料の補助

２児童措置費

　特定教育・保育給付事業 6,784 5,934 850 137

○乳児等のため支援給付

・事業主体　私立認定こども園　１施設

・総事業費　6,784（国3/4、県1/8）

・事業内容　事業実施施設への運営費支援

４款 衛生費

　　１項　保健衛生費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

３健康増進事業費

　健康増進事業 48,037 207 887 46,943 145

○介助者出務報償、費用弁償

○検診委託料

○事務費

左の財源内訳 予　算
説明書
ページ

事業名・内容

全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育
環境を整備するために創設された「乳児等通園支援事
業（こども誰でも通園制度）」について、令和８年４
月からの事業実施にあたり、保護者負担となる利用料
を無償化するための補助金を計上する。

1,840

【新】乳児等通園支援事業（子育て支援課）

全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育
環境を整備するために創設された「乳児等通園支援事
業（こども誰でも通園制度）」について、令和８年４
月から事業実施する私立認定こども園に対し、公定価
格に基づく支援給付費を計上する。

6,784

認定こども園深川幼稚園は、築後33年経過し、建物
の老朽化がみられ、雨漏りや出入りに支障のある玄関
ドアの改修が必要な状態であることから、より安全な
保育環境整備のため、改修に対する補助金を計上す
る。

20,625

13,750

6,875

【新】乳児等通園支援事業利用料助成事業（子育て支
援課）

【新】特定教育・保育施設整備事業（子育て支援課）

がん検診受診率向上対策事業（健康増進課）

対象年齢に応じ無償化している乳がん・子宮がん検
診、肺がん検診をはじめとするがん検診の受診率向上
に向けて、受診しやすい体制づくりと、本市独自のが
ん検診周知ポスター作成による周知啓発とを図る。

430

44,416

3,191

目・細目 事業費

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

目・細目 事業名・内容
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(一般会計)　　　

４款 衛生費

　　１項　保健衛生費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

７斎場費

　長門斎場施設・設備改修 46,640 46,600 40 149

　事業

８地域医療推進費

　診療所運営事業 75,179 300 27,223 47,656 151

○人件費（報酬、報償費等）　　　　　　　　　　　　　　　　　

○需用費(医薬材料費、消耗品費等）

○役務費（通信運搬費、手数料等）

○委託料（施設・設備、業務等委託料等）

○使用料及び賃借料

（システム・ソフト等リース使用料等）

○備品購入費（診療施設用備品）

○負担金、補助及び交付金

（医師派遣事業負担金）

４款 衛生費

　　２項 清掃費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

２塵芥処理費

　清掃工場維持管理費 33,000 33,000 155

○工事請負費

応急診療所では、平日夜間及び休日等において、急
病になった際に必要な医療が受けられるよう、長門市
医師会、長門薬剤師会や関係機関等の協力により安定
した初期救急医療体制を確保している。

昨今、医療提供体制を取り巻く環境は大きく変化し
ており、市民に必要不可欠な初期救急医療を維持する
ためには、診療体制の確保が重要であることから、医
師等の出務報償費等を増額し、持続可能な地域医療提
供体制を構築していく。

45,898

10,704

664

9,128

長門斎場火葬炉設備改修工事（生活環境課）

長門斎場は、築後33年経過し、老朽化が著しく、火
葬業務に支障をきたす恐れがある。今後予定されてい
る斎場統廃合を見据え、火葬炉および付帯設備の改修
を年次的に実施し、将来にわたる安全かつ安定的な火
葬業務の継続を図る。

○工事請負費 46,640

【拡】診療所運営事業（健康増進課）

清掃工場維持管理費（粗大ごみ処理施設 二軸破砕機
油圧ユニット用ポンプ整備工事）（生活環境課）

長門市清掃工場粗大ごみ処理施設の二軸破砕機油圧
ユニット用ポンプは、設置後22年経過し、老朽化が進
んでいることに加え、機能検査において更新等の対策
を検討するよう指摘を受けていることから、整備工事
を行うことにより、安全かつ安定的な廃棄物処理の継
続を図る。

33,000

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

913

501

7,371

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ
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(一般会計)　　　

５款 労働費

　　１項 労働諸費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１労働諸費

　地域人材雇用支援事業 1,900 1,900 159

○地域人材雇用支援費補助金

　人材確保支援事業

8,000 8,000 159

○人材確保・副業人材活用等支援事業費補助金

６款 農林水産業費

　　１項 農業費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

４農業振興費

　（一社）アグリながと運 35,708 35,708 165

　営支援事業

○新規就農者募集経費

○（一社）アグリながと運営費補助金

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

地域人材雇用支援事業（産業政策課）

長門市企業立地促進条例等に基づき市内企業の生産
活動拡大（事業所の新設、増設）、または新規企業の
進出に伴う新たな雇用を促進する。12ヶ月以上の継続
雇用を創出した事業者には、新規常用労働者（市民に
限る）１人につき300千円（30歳未満については400千
円）を補助する。

目・細目 事業名・内容

（一社）アグリながと運営支援事業（農林水産課）

担い手機能と担い手育成機能を併せ持つ農業振興公
社の運営を支援し、優良農地を維持確保するととも
に、スマート農業やキャトルステーションの推進な
ど、農業の担い手の確保・育成を図る。

169

35,539

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

1,900

人材確保支援事業（産業政策課）

市内中小企業者が、新たに就職・転職情報サイト、
インターンに関する企画・コンサルティング業務、イ
ンターンサイトを利用する場合や、採用ホームページ
の作成・改修、採用活動に関する企業ＰＲを実施する
際に発生する経費、経営課題解決を目的とした副業人
材の活用等に係る経費、スポットワーカー活用に係る
経費、並びに、外国人雇用のコンサルティング業務を
利用した際の経費の一部を補助することにより、人材
確保と、ＵＩＪターン希望者、高校生等の市内就職促
進を図る。

8,000
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(一般会計)　　　

６款 農林水産業費

　　１項 農業費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

４農業振興費

　未来農業創造事業 28,972 4,400 100 24,472 165

○スマート農業実証事業費補助金

・スマート農機具等普及のための実証経費

○ＩｏＴ等活用農業推進事業費補助金

　・ＩｏＴ等を活用したシステム導入経費

新規就農・規模拡大農業者

補助率１/２（上限1,500）

その他 補助率１/３（上限1,000）

○山口県農業大学校進学奨励金

・大津緑洋高校（日置校舎）から本県農業大

　学校に進学し、本市で就農・就業の計画を

　有する者への支援

　　　　１人あたり　300

○インターンシップ宿泊費補助金

・本県農業大学校の学生や新規就農希望者が、

市内法人等でインターンシップを行う際の

宿泊費を支援　

　　　　１泊あたり３千円（上限60）

○有機農業等推進事業費補助金

・有機ＪＡＳ認証のための経費

補助率１/２（上限100）

・有機農業に特化した機械導入経費
補助率１/２（上限1,000）

○就業給付金

・（一社）アグリながとの卒業生を受け入れ

　た法人に対して、雇用就農資金等を活用し

　た場合と同じ期間、同額を支援

〇未来農業創造協議会専門部会開催経費

　（スマート農業推進・担い手育成・畜産振興

・有機農業推進）

○農業大学校視察経費

・大津緑洋高校（日置校舎）生徒による本県

　農業大学校視察のための経費

○ながと就農ゆめツアー開催経費

・新規就農希望者の産地見学ツアー開催に係

る経費

○イベント・ガイダンス等参加・開催経費

○農産物普及啓発事業

・農産物の市内外への普及啓発イベント開催

に係る経費

〇土地改良区事務経費補助金

・施設の長寿命化や将来ビジョンの話し合い

活動への支援

○長州ながと和牛ＰＲ事業

・地域ブランド牛の魅力を体感できる、試食

会等プロモーションイベントを開催し、ブ

ランド力向上を図る

○農業戦略実証事業

・農業企業誘致に向けた農業構想策定と誘致

活動に係る経費

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

未来農業創造事業（農林水産課）

　本市の農業が持続可能な成長産業となるよう、ス
マート農業や有機農業の推進、畜産振興、担い手の育
成及び販路拡大を図るため、関係機関による専門部会
の開催や事業費補助を行い、課題の解決に向け取り組
む。

目・細目 事業名・内容

9,437

181

731

3,000

200

500

3,050

577

176

800

8,000

900

120

1,300
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(一般会計)　　　

６款 農林水産業費

　　１項 農業費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

４農業振興費

　グリーンな栽培体系加速 3,600 3,600 165

　化事業

○グリーンな栽培体系加速化事業費補助金

・事業主体　未来農業創造協議会

・事業内容　有機農業の生産技術力の強化に向け

　　　  　　た実証や新規就農の促進及び販売拡

　　　　　　大に向けた取組

５畜産業費

　畜産団地整備事業 12,267 12,267 167

〇造成基本計画（新工区）
〇先進地視察経費
〇職員研修費

　畜産で稼げるまち創出事
　業 32,960 5,475 27,485 167

〇肉用牛預託業務
〇畜舎等借上料
〇市有繁殖雌牛運営委員会開催経費
〇市有繁殖雌牛導入
〇優良繁殖雌牛導入事業費補助金
〇肥育素牛購入費補助金
〇長州ながと和牛生産基盤構築事業費補助金

〇【新】和牛子牛等エリート血統導入支援事業
　費補助金
〇【新】未来へ母牛をつなぐ応援事業費補助金

６農地費
　県営事業負担金 110,950 98,100 12,800 50 167

○県営中山間地域総合整備事業
○県営農業基盤整備促進事業
○県営農村地域防災減災事業
○県営農業水路等長寿命化・防災減災事業

〇県営農村整備事業

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

1,200
3,550

3,500

2,290

4,000

次代の担い手が活躍し、畜産で稼げるまちの実現に
向け、担い手の確保・育成のための事業費補助やキャ
トルステーションの運営等による生産基盤整備に取り
組む。

6,068
300
52

12,000

畜産における総合的な産業団地（ブロイラー・肉用
牛の飼育施設、キャトルステーション、堆肥由来肥料
製造施設等）を整備し、効率的な経営及び生産拡大を
図る。

11,510
637
120

【拡】畜産で稼げるまち創出事業（農林水産課）

予　算
説明書
ページ

グリーンな栽培体系加速化事業（農林水産課）

有機農業の取組面積の拡大や環境にやさしい栽培技
術の実証など、農業者のみならず、事業者や住民と一
体となった取組の試行や体制づくりを支援し、有機農
業推進のモデル的先進地区を創出する。

3,600

畜産団地整備事業（農林水産課）

26,250
6,500

県営事業負担金（農林水産課）

農業生産基盤、農業生活環境基盤等の整備を総合的
に行うための負担金を計上する。

20,000
4,200
54,000
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(一般会計)　　　

６款 農林水産業費

　　１項 農業費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

６農地費
　農業水路等長寿命化・防 30,000 30,000 169
　災減災事業　

○ため池切開工事一式（日置・油谷各１地区）

○ため池切開事業計画策定業務（日置・油谷
　各１地区）

６款 農林水産業費

　　２項 林業費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

　やまぐち森林づくり県民 3,770 3,770 171

　税事業

○仙崎地区森林整備

○俵山地区森林整備

○日置地区森林整備

○油谷地区森林整備

　木育推進事業

18,969 18,969 171

○修繕料（長門おもちゃ美術館）

○委託料（指定管理、施設管理、木育）

○ウッドスタート加盟負担金

　林業成長産業化推進事業

88,099 88,099 171

○推進協議会開催経費

○森林ＧＩＳ保守業務

○林政アドバイザー業務

○素材生産拡大業務

○森林整備事業補助金

○新規自伐型林業家支援事業補助金

○造林補助事業補助金

16,000

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

左の財源内訳 予　算
説明書
ページ

農業水路等長寿命化・防災減災事業（農林水産課）

農村地域の総合的な防災減災計画に基づき、ため池
等施設の長寿命化対策や廃止を行う。施設が決壊した
場合、影響が大きいと想定されるため池について、優
先的に事業実施することでリスク管理を行う。

14,000

目・細目 事業名・内容 事業費

2,970

5,000

73,728

2,990

2,400

18,159

110

林業成長産業化推進事業（農林水産課）

林業の成長産業化に向け、航空レーザー測量の成果
を活用した森林ＧＩＳの運用及び林政アドバイザーに
よる森林利益循環構造の構築や担い手育成の推進を行
う。

また、森林整備及び自伐型林業を推進するための補
助金を計上する。

770

715

715

木育推進事業（農林水産課）

長門市木育推進基本計画に基づき「林業・木材産業
の発展」「子育て世代に選ばれるまちづくり」を推進
するため、木育に取り組み、林業の成長産業化につな
げる。

また、長門おもちゃ美術館を核に、広く市内外に木
育に係る普及活動及び情報発信を行う。

700

予　算
説明書
ページ

地域が育む豊かな森林づくり推進事業（農林水産課）

やまぐち森林づくり県民税を活用し、中山間地域の
元気創出や地域課題の解消に向けた森林整備を行う。

1,540

800

241
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(一般会計)　　　

６款 農林水産業費

　　２項 林業費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

２林業振興費

　ながとの森をつなぐフォ 9,046 9,046 171

　レストクリエイター支援

　事業

○消耗品費

○委託料（担い手育成事業）

○苗木生産設備等整備事業費補助金

○安全推進事業費補助金

　林業法人運営支援事業

41,114 41,114 173

○（一社）リフォレながと運営費補助金

　Ｊ－クレジット創出事業

1,696 1,696 173

○印刷製本費

○Ｊ－クレジット検証業務委託料

○販売収入（見込み）

＠3,000円/ｔ×9,285ｔ

６款 農林水産業費

　　３項 水産業費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

３水産業振興費

　ニューフィッシャー確保 1,200 1,200 175

　育成推進事業

○ニューフィッシャー確保育成推進事業費補助金

・事業主体：山口県漁業協同組合

・漁船乗組員定着促進事業

（上限100千円/月　負担割合：県1/2、市1/2）

　漁業イノベーションサポ

　ート事業 552 552 175

○急速冷凍・真空パック装置購入、電気工事

（補助率1/4）

・対象事業者：野波瀬イカ出荷グループ

目・細目 事業名・内容

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

1,600

250

林業法人運営支援事業（農林水産課）

林業成長産業化地域構想の実現に向けて、（一社）
リフォレながとの運営費補助金を計上する。

41,114

ながとの森をつなぐフォレストクリエイター支援事業
（農林水産課）

林業成長産業化地域構想の実現に向けて、素材生産
の担い手を確保・育成するための経費を計上する。

50

7,146

27,855

1,200

漁業イノベーションサポート事業（農林水産課）

漁協及び漁業者グループが提案する漁業活性化のた
めのアイデアへの支援や改善施策の取組に対して補助
し、地域の特色を出したオリジナルのアイデアで漁業
振興を図る。

552

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

ニューフィッシャー確保育成推進事業（農林水産課）

新規漁業就業者の確保、定着を促進する事業につい
て、補助金を計上する。

Ｊ－クレジット創出事業（農林水産課）

国が認証するＪ－クレジット制度を活用し、温室効
果ガスの削減及び吸収量の増加につながる植林や間伐
等、適切な森林管理を実施し、Ｊ－クレジット販売収
入でさらなる森林整備の促進を図るため、Ｊ－クレ
ジット認証・発行・販売に必要な経費を計上する。

150

1,546
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(一般会計)　　　

６款 農林水産業費

　　３項 水産業費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

３水産業振興費

　生産力向上チャレンジ推 4,596 4,596 175

　進事業

○マガキ試験養殖施設管理運営委託料

・業務内容：種苗購入、養殖筏管理運営

　藻場保全活動に伴うＪブ

　ルークレジット活用モデ 5,451 5,451 175

　ル事業

○Ｊブルークレジット藻場調査委託料

　アワビ養殖実証実験事業

4,780 4,780 175

○アワビ養殖委託料

・業務内容：アワビ養殖、施設管理運営

４漁港建設費

　県営事業負担金 68,100 56,000 4,500 7,600 177

○県営漁港ストックマネジメント事業

○県営漁港建設改良事業

〇県営漁港海岸環境整備事業

○県営漁港海岸堤防等老朽化対策事業

○県営外海地区水産環境整備事業

　海岸保全施設整備事業

63,000 31,500 31,500 177

〇海岸保全施設実施設計業務（伊上水門）
○海岸保全施設改修工事（伊上浦開作第１工区）

　漁港施設整備事業

109,300 52,500 52,500 4,300 177

〇小島Ｂ防波堤設置工事

〇通漁港道路舗装修繕工事

○漁港道路区画線設置工事

4,596

藻場保全活動に伴うＪブルークレジット活用モデル事
業（農林水産課）

仙崎湾の藻場を、海洋生態系によって吸収・貯留さ
れる炭素（ブルーカーボン）として定量化し、取引可
能なＪブルークレジットとして活用する取組を支援す
る。

5,451

生産力向上チャレンジ推進事業（農林水産課）

市営漁港について施設の復旧と維持管理のための工
事を実施する。

105,000

2,580

1,720

海岸保全施設整備事業（農林水産課）

海岸堤防等の長寿命化を図りつつ、施設の老朽化対
策を計画的に推進するため、長寿命化対策計画に基づ
く実施設計業務及び保全工事を実施する。

10,500

52,500

漁港施設整備事業（農林水産課）

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

56,000

2,000

2,100

4,500

3,500

黄波戸漁港アワビ養殖実証実験事業（農林水産課）

令和４年度から令和６年度にかけて黄波戸アワビ中
間育成施設においてアワビ種苗の中間育成を行ってき
たが、今後この施設でアワビ養殖が可能か試験養殖の
実証を行う。

4,780

県営事業負担金（農林水産課）

山口県が実施する県営漁港、漁場整備に対する事業
についての負担金を計上する。

漁業者の意欲的な創意工夫による生産力の向上と、
漁家経営の安定化に寄与する取組を継続的に支援す
る。
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(一般会計)　　　

７款 商工費

　　１項 商工費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

２商工業振興費

　バス路線運行維持対策事 132,598 19,833 112,765 177

　業

○バス路線運行維持対策事業費補助金

・防長交通㈱　　　　　１系統

・サンデン交通㈱　　　８系統

・ブルーライン交通㈱　13系統

　ＪＲ利用促進対策事業

1,762 1,762 179

○ＪＲ山陰本線利用促進協議会負担金

○職員旅費

　地域公共交通推進事業

110,321 7,000 103,321 179

○職員旅費

〇ＡＩデマンド交通運行システム実証事業委託料

○長門市公共交通協議会負担金

・協議会開催経費、総合時刻表の作成等

○新たな公共交通運行事業費補助金

・デマンド交通実施地区

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

バス路線運行維持対策事業（産業政策課）

地域住民の生活に必要なバス路線を確保するため、
バス事業者に対し運行の結果生じる欠損額を補助す
る。（Ｒ７年10月～Ｒ８年９月の運行期間に生じたバ
ス路線欠損補助）

目・細目 事業名・内容

俵山、向津具、日置、青海島、湯本、渋木・真
木、油谷、黄波戸・西深川、三隅、長門市街地区

21

8,000

3,000

99,300

市民にとって重要な公共交通機関の一つであるＪＲ
山陰本線の利用促進を図るため、沿線自治体及び県、
ＪＲ等が一体となって構成するＪＲ山陰本線利用促進
協議会への負担金を計上する。

1,750

12

地域公共交通推進事業（産業政策課）

長門市公共交通協議会の活動経費を計上するととも
に、令和４年度に策定した「長門市地域公共交通計
画」に基づき、デマンド交通を基本とした持続可能な
地域公共交通体系の構築と利用者の利便性向上を図る
ための事業を実施していく。

また、ＡＩデマンド交通の実証運行を継続し、アプ
リ（ｗｅｂ含む）利用者、運行事業者、本市の課題等
を可視化した上で、事業の効率化を図る。

132,598

22,781

61,864

47,953

ＪＲ利用促進対策事業（産業政策課）
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(一般会計)　　　

７款 商工費

　　１項 商工費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

２商工業振興費

　創業等支援事業 26,351 26,351 179

○チャレンジ長門創業応援事業等委託料

・ながと起業カレッジ開催

・アントレプレナーシップ事業

・チャレンジショップ事業

○創業支援事業費補助金

補助率：１/３（上限：1,000）

移 住 者：１/２（上限： 50万円加算）

指定区域：１/２（上限：200万円加算）

　戦略的産業基盤強化事業

81,967 22,534 47,000 12,433 179

〇職員旅費

〇消耗品費

〇通信運搬費

〇業務等委託料

〇情報関連企業誘致促進事業費補助金

〇企業立地奨励金

　長門市しごとセンターを

　核とした地域未来創造事 31,239 2,410 913 27,916 179

　業

○長門市しごとセンター管理運営事業

○「ひと」と「しごと」のハブ機能構築事業費補助金

事業主体：ＮＰＯ法人つなぐ

　道の駅施設管理運営事業

4,290 4,290 179

○直売所レイアウト設計業務委託料

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

8,991

22,248

45,000

25,895

9,289

長門市しごとセンターを核とした地域未来創造事業
（産業政策課）

市内産業の魅力の発信や人財の育成等ができる施設
環境を整え、「ひと」と「しごと」の情報を一元的に
集約するハブ機能を構築するため、施設の維持管理に
要する経費と、活動の主体となるＮＰＯ法人つなぐの
事業費支援に係る経費を計上する。

【拡】戦略的産業基盤強化事業（企業誘致・まちづく
り推進課）

本市産業と親和性のあるＩＴ企業等の進出及び集積
拠点施設への入居、定着を促進させるため、戦略的な
企業誘致活動に取り組むほか、ＡＩ等の先端技術を活
用した新事業・新サービスの立ち上げ支援を通じて、
地元企業のＤＸ化モデルを創出し、生産性向上を図
る。

1,500

200

83

予　算
説明書
ページ

【拡】創業等支援事業（産業政策課）

創業を行う者に対して所要経費（店舗等改修費、設
備・看板設置費、広報宣伝費、人件費等）の一部を補
助することにより、年間10件の新規創業を目指す。

また、創業に関心がある方を対象に、「ながと起業
カレッジ」を開催し、経営ノウハウや心構えを学んで
いただくとともに、創業への想い・アイデアや計画を
セミナー内で発表するピッチ大会を実施する。

市内で独立開業を目指す創業希望者には、実際の店
舗運営や販売活動を体験できる場（チャレンジショッ
プ）を提供し、実践的な経営体験の機会を創出する。

創業ニーズを掘り起こし、アイデアの創出やブラッ
シュアップによってビジネス化を目指すアントレプレ
ナーシップ事業を開催し、地域課題解決型創業案件に
つなげていく。

6,351

20,000

道の駅センザキッチン改修事業（産業政策課）

道の駅センザキッチン来場者のさらなる増加・利便
性向上、並びに収益性向上を図るため、直売所レイア
ウト変更を行うための設計業務等を実施する。

4,290
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(一般会計)　　　

７款 商工費

　　１項 商工費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

２商工業振興費

　二次交通対策事業 10,844 10,844 179

○チラシ・ポスター印刷製本費

○二次交通啓発業務委託料

　ながと特産物振興事業

25,334 2,095 23,239 179

○ながとＬａｂ施設管理運営業務委託料

○機器使用料

○施設維持管理費

○商品開発支援業務委託料

○販路拡大支援業務委託料

○物産フェア参加職員旅費

　俵山温泉活性化事業

6,838 6,500 338 179

　仙崎地区活性化事業

25,480 16,666 8,300 514 181

ながと特産物振興事業（産業政策課）

６次産業化支援施設「ながとＬａｂ」を活用した農
水産物等地域産品による商品開発や施設の維持管理に
要する経費を計上する。

また、行政・ながと物産合同会社・ながとＬａｂ・
生産者団体とで消費者データ等を共有し、地域産品の
付加価値を高め、販路を拡大する取組を支援する。

8,344

4,600

7,947

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

本市と山口宇部空港を結ぶ直行バスについて、利用
者の利便性向上、及び増加を図るため、年間を通じた
実証事業（週４日運行／完全予約制）を実施し、本市
の二次交通対策の強化を図る。

270

800

○山口宇部空港直行バス運行実証事業補助金

9,774

二次交通対策事業（産業政策課）

仙崎地区活性化事業（企業誘致・まちづくり推進課）

中国経済産業局の「エリアブランディング実証事
業」を仙崎地区で展開しており、地域住民等のまちづ
くりに対する意欲のさらなる喚起や域外事業者の誘致
など、策定したエリアビジョンの実現に向けた取組を
支援する。

令和８年度は、国の地域経済循環創造事業交付金を
活用し、みすゞ通りの交流拠点施設整備に係る費用の
一部を補助する。

○アドバイザリー業務委託料 480

○地域経済循環創造事業費補助金 25,000

○職員旅費 260

○グランドデザイン具現化支援業務委託料 5,489

○俵山温泉街路灯維持補修工事 1,089

1,200

2,438

805

俵山温泉活性化事業（企業誘致・まちづくり推進課）

令和５年度に策定した「俵山温泉グランドデザイン
（基本計画）及び実施計画」に基づき、街路灯維持補
修、並びに描いた将来像の具現化に向け、持続的な地
域組織体制の構築・運営、エリアのブランディング等
に係る経費を計上する。
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(一般会計)　　　

７款 商工費

　　１項 商工費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

２商工業振興費

　俵山地区まちづくり推進 4,243 4,243 181

  事業

　事業承継支援事業

1,351 1,351 181

○事業承継支援業務委託料

　美祢線復旧対策事業

3,201 3,201 181

○美祢線沿線地域公共交通協議会負担金

○職員旅費

　情報通信関連企業等集積

　拠点施設維持管理費 17,502 17,502 181

〇運営（消耗品、燃料費、光熱水費等）

〇修繕料

〇保守委託料（空調設備、電気設備等）

〇業務委託料（警備、清掃、ごみ収集等）

〇土地使用料

〇庁用車リース料

〇施設用備品

1,000

美祢線復旧対策事業（産業政策課）

令和５年７月の豪雨災害により、全区間不通となっ
ている美祢線（全区間）について、ＢＲＴで復旧する
方針が決定したところであるが、ＪＲ美祢線沿線地域
公共交通協議会において計画を策定する必要があるた
め、協議会における負担金を計上する。

2,912

289

情報通信関連企業等集積拠点施設維持管理費（企業誘
致・まちづくり推進課）

左の財源内訳 予　算
説明書
ページ

事業承継支援事業（産業政策課）

長門市専用のオープンネームマッチングプラット
フォーム「relay the local 長門市」の維持管理に要
する経費と、令和６年度に実施したアンケート結果等
に基づき、事業者へのアプローチを継続・強化するこ
とで、事業承継の促進に努める経費を計上する。

1,351

目・細目 事業名・内容 事業費

○宅地鑑定評価委託料 324

○分筆登記委託料 1,205

○給水施設用地取得費 486

○水質検査手数料 348

○飲料水供給施設維持管理委託料 480

○貯水槽清掃委託料 50

俵山地区まちづくり推進事業（企業誘致・まちづくり
推進課）

令和６年度に策定した「俵山地区小さな拠点づくり
基本計画」に基づき、今後整備を予定している交流拠
点施設の水源として活用する柿の木川地区飲料水供給
施設の維持管理を行う。

○消耗品、電気料 350

○飲料水供給施設修繕料

13

901

500

情報通信関連企業等集積拠点施設の運営に要する経
費を計上する。

10,505

500

1,687

3,396
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(一般会計)　　　

７款 商工費

　　２項 観光費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

２観光施設費

　観光施設等整備事業 2,438 2,400 38 183

〇大浜海水浴場（２基）

　観光施設等維持管理費

8,192 8,192 185

〇管理棟設置・撤去業務手数料

〇監視員設置業務委託料

〇大浜・二位ノ浜管理棟リース料

〇管理棟配線工事

３観光振興費

　集客イベント推進事業 8,700 8,700 185

〇集客イベント重点支援事業費補助金

　・事業主体　 事業者

　・事業内容　 観光客の誘致促進または交流人口の

拡大を図るために行う事業

　・補助金額　 補助対象経費の1/2または参加人数

に応じて定めた額のいずれか低い方

を上限とする

　外国人観光客誘致・宣伝

　事業 20,711 20,711 187

○国際観光推進業務委託料

　・事業内容　外国人観光客誘客促進事業の実施

　観光客誘致拡大事業

5,000 4,300 700 187

○職員旅費

○団体旅行支援業務委託料

○ＤＣ誘客促進事業補助金

　・事業主体　長門市観光コンベンション協会

　・総事業費　1,807

　・事業内容　ＤＣ誘客促進事業の実施

2,438

海水浴場監視員設置事業（観光政策課）

市内の海水浴場に有資格ライフセーバーを設置し、
水難事故等の危険防止対策等を行い、利用者の安全性
を高める。

また、ライフセーバーの養成講習会を実施し、有資
格者の増員を図る。

132

7,442

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

長門市キャンプ場・海水浴場コインシャワー更新事業
（観光政策課）

市内のキャンプ場・海水浴場のコインシャワーは、
製造後概ね20年経過し、修繕による継続利用ができな
いため、来場者が常時安心してシャワーを利用できる
よう、順次更新を行う。

目・細目 事業名・内容

613

2,580

1,807

ながと国際観光推進事業（観光政策課）

訪日旅行者へのプロモーションを図るため、効率的
な情報発信及び誘客促進の取組を進める。また、県や
広域ＤＭＯと連携し、東アジア圏からの旅行者をメイ
ンターゲットとした訪日旅行会社への売り込みサイク
ルを確立することで、効果的なインバウンド獲得を目
指す。

20,711

デスティネーションキャンペーン誘客促進事業（観光
政策課）

令和８年度秋に展開されるデスティネーションキャ
ンペーン（ＤＣ）での観光客誘致促進を図るため、Ｊ
Ｒ西日本や県との連携のもと、期間中の受入体制整備
や旅行会社へのセールスなどを実施する。

544

74

集客イベント重点支援事業（観光政策課）

市内への観光客の誘致や交流人口の拡大を図るた
め、観光や地域づくりの関係団体等が行う事業に対す
る補助金を計上する。

8,700
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(一般会計)　　　

７款 商工費

　　２項 観光費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

３観光振興費

　長門湯本温泉観光まちづ 6,820 6,800 20 187

　くり整備事業

〇灯具設定・保守点検業務

〇灯具改修工事

　長門湯本温泉観光まちづ

　くり推進事業 31,688 29,600 2,088 187

○長門湯本温泉みらい振興評価委員会開催経費

委員７人　評価委員会、専門委員会

○事務費

○景観インフラ改修費

（観光政策課・都市建設課に各500計上）

○足湯温度管理業務等委託料

○長門湯本温泉エリアマネジメント事業費補助金

・事業主体　 長門湯本温泉まち株式会社

・総事業費　 28,600（補助率10/10）

・事業内容　 長門湯本温泉の地域価値を高める

公益性の高い事業の実施

　満足度の高い「ながと時

　間」創出事業 896,740 433,741 391,900 321 70,778 187

○職員旅費

○アウトドアツーリズム拠点整備

　工事監理業務、照明施設等設計業務

　キャンプ場土木工事

　キャンプ場建築工事

拠点施設土木工事

拠点施設建築工事

　施設用備品

〇デジタルマーケティング事業

〇情報発信事業

○マーケティングデータ使用料

〇外部人材登用に係る経費

〇地域旅ブラッシュアップ推進事業

○国庫返還金

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

長門湯本温泉灯具改修事業（観光政策課）

集客が見込める観光地の不良灯具を修繕することに
より、観光客や地元利用者の満足度を高めると同時
に、交流人口の増加につなげる。

目・細目 事業名・内容

167,392

82,082

374,366

12,172

9,284

市内周遊や滞在時間の延長を促進するため、豊かな
自然資源を活かした着地型観光の推進を図り、効果的
な情報発信を行いながら「旅ナカ」時間の充実を目指
す。

961

16,678

143,367

196

1,000

464

28,600

満足度の高い「ながと時間」創出事業（観光政策課）

3,190

3,630

長門湯本温泉観光まちづくり推進事業（観光政策課）

長門湯本温泉観光まちづくり計画の実現に向けて、
継続的に魅力づくりが生まれる好循環を創るため、民
間主体で構成されるエリアマネジメント組織を中心と
した観光地経営の推進に取り組む。

1,428

73,034

891

9,000

7,192

321

- 28 -



(一般会計)　　　

８款 土木費

　　２項 道路橋梁費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

２道路橋梁維持費

　道路等環境整備事業 5,000 5,000 193

　区画線設置安全対策事業

5,000 5,000 193

３道路橋梁新設改良費

　過疎対策事業 320,805 172,833 147,800 172 193

　道路等環境整備工事

　（全体計画Ｒ３～）

区画線設置安全対策事業（都市建設課）

○区画線設置安全対策事業 5,000

予　算
説明書
ページ

道路等環境整備事業（都市建設課）

○道路等環境整備事業 5,000

　伐採・除草等業務

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

○市道土手正楽寺線改良事業 71,530

　区画線設置工事　　Ｌ＝5,800m

　（全体計画Ｒ４～）

過疎対策事業（都市建設課）

　電柱等移転補償

　（全体計画Ｒ３～Ｒ９）

○市道青海線舗装改良事業 23,300

　改良舗装工事　　Ｌ＝115.7m、Ｗ＝5.0m

　橋梁補修設計業務　Ｌ＝45.8m、Ｗ＝4.0m

　（全体計画Ｒ８～Ｒ10）

○橋梁等改修事業（門前橋） 16,380

　舗装工事　Ｌ＝420m、Ｗ＝6.8～9.3m

　（全体計画Ｒ８～Ｒ12）

○橋梁等改修事業（二ツ橋） 13,965

　橋梁補修設計業務　Ｌ＝16.5m、Ｗ＝2.5m

　（全体計画Ｒ８～Ｒ９）

　橋梁補修設計業務　Ｌ＝12.7m、Ｗ＝3.4m

　（全体計画Ｒ８～Ｒ９）

○橋梁等改修事業（岡村橋） 13,650

　橋梁補修設計業務　Ｌ＝8.7m、Ｗ＝1.5m

　（全体計画Ｒ８～Ｒ９）

○橋梁等改修事業（いでゆ橋） 12,705

　橋梁補修工事（上部工）Ｌ＝100.3m、Ｗ＝4.5m

　（全体計画Ｒ６～Ｒ11）

○橋梁等改修事業（新橋） 63,945

○橋梁等改修事業（森脇橋） 13,020

　橋梁補修設計業務　Ｌ＝13.9m、Ｗ＝1.2m

　（全体計画Ｒ８～Ｒ９）

○橋梁等改修事業（山小根橋） 34,440
　橋梁補修工事　　Ｌ＝17.5m、Ｗ＝4.5m
　（全体計画Ｒ６～Ｒ８）

○橋梁等改修事業（黄波戸線１号橋） 22,260

　橋梁架替工事　Ｌ＝5.6m、Ｗ＝5.0m

　（全体計画Ｒ６～Ｒ８）

〇橋梁等改修事業（みのが峠トンネル） 29,730

○橋梁等改修事業（平迫座頭橋１号橋） 5,880
　橋梁補修工事　　Ｌ＝4.5m、Ｗ＝3.6m
　（全体計画Ｒ６～Ｒ８）

　トンネル照明設備更新（ＬＥＤ化）一式
　（全体計画Ｒ６～Ｒ８）
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(一般会計)　　　

８款 土木費

　　２項 道路橋梁費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

３道路橋梁新設改良費

  道路交通安全対策事業 30,000 17,985 12,015 193

　市道改良事業

4,550 4,500 50 193

　市道側溝改修事業

5,000 5,000 195

８款 土木費
　　３項 河川費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

２河川改良費
　防災・減災対策河川整備 25,800 25,800 197
　事業

８款 土木費
　　５項 都市計画費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

４公園事業費
　総合公園テニスコート維 9,000 9,000 199
　持管理費

〇修繕料

５地籍調査費

　地籍調査事業 8,627 1,500 10 7,117 199

○会計年度任用職員報酬等

○事務費

○測量・設計・登記等委託料

○システム・ソフト等リース料

　橋梁点検業務　　65橋

　（全体計画Ｈ26～）

市道改良事業（都市建設課）

○市道掛渕大坊線舗装改良事業 3,670

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

道路交通安全対策事業（都市建設課）

○橋梁等点検事業 30,000

目・細目 事業名・内容

予　算
説明書
ページ

防災・減災対策河川整備事業（都市建設課）

○防災・減災対策河川整備事業 25,800
　河川浚渫工事　　５河川５箇所

　（全体計画Ｈ30～）

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

　（全体計画Ｒ８）

市道側溝改修事業（都市建設課）

○市道側溝改修事業 5,000

　市道側溝改修工事　　Ｌ＝80m

　舗装改良工事　　Ｌ＝75.0m、Ｗ＝5.4～6.5m

　（全体計画Ｒ８～Ｒ10）

○市道本郷岬線橋梁撤去事業（須川橋） 880

　橋梁撤去工事　　Ｌ＝2.6m、Ｗ＝9.1m

地籍調査事業（都市建設課）

令和７年度に実施した深川湯本地区及び日置地区の
一筆地調査・地籍測量業務の成果に基づき、原図の作
成及び地積の測定を行う。（深川湯本地区Ａ＝0.05
㎢、日置地区Ａ＝0.71㎢）

3,875

771

2,387

予　算
説明書
ページ

総合公園テニスコート修繕（都市建設課）

コート内の一部が沈下しプレーに影響を及ぼしてい
ることから、修繕工事を行い、施設利用者に安全で快
適な利用環境を提供する。

9,000

　（全体計画Ｒ７～Ｒ11）

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

1,594
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(一般会計)　　　

８款 土木費

　　６項 住宅費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１住宅管理費

　社会資本整備総合交付金 5,065 1,489 3,500 76 201

　事業

実施設計業務

　空き家対策事業

16,087 7,950 8,137 201

委員８人　開催回数２回

○事務費

９款 消防費

　　１項 消防費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

２非常備消防費

　消防施設等整備事業 14,575 12,800 1,775 207

〇工事請負費

〇旧機庫解体に伴うアスベスト事前・分析調査

業務委託料

28,960 25,900 3,060 207

○消防用備品

○リサイクル料

○自賠責保険料

○自動車重量税

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

○空き家実態調査委託料 9,900

○空き家等対策協議会開催経費 80

107

○上川西市営住宅Ｆ・Ｇ棟屋上・外壁改修工事

4,886

【拡】空き家対策事業（建築住宅課）

長門市空家等対策計画に基づき、管理不全空家等の
除却を促進し、市民の生命、財産を守り、良好な生活
環境の保全及び安全で安心なまちづくりの推進を図
る。また、同計画改訂の基礎資料とするため、空き家
実態調査を実施する。

○空き家除却事業費補助 6,000

予　算
説明書
ページ

公営住宅ストック総合改善事業（建築住宅課）

　市営住宅において屋上及び外壁等の老朽化が進行し
ているため、改修を行い居住水準の改善と住宅の長寿
命化を図る。

○上川西市営住宅Ｆ・Ｇ棟アスベスト調査 179

消防団車両について、小型動力ポンプ付積載車３台
（通分団通部隊、俵山分団第１部隊、日置分団第３部
隊）を更新計画に基づき整備し、地域防災力の強化を
図る。

なお、更新する車両については、地域性及び災害時
の機動性を考慮し、軽四型積載車を導入する。

28,875

38

23

24

消防機庫等整備事業（消防本部）

通部隊の統合により、令和７年度に消防機庫を旧通
公民館跡地に新設、集約したことから、これに伴う外
構工事及び老朽化した向町消防機庫を解体する経費を
計上する。

また、同じく老朽化し令和９年度に解体予定として
いる通部隊西町及び田ノ浦、後畑部隊立石の消防機庫
解体に伴う調査業務に必要な経費を計上する。

12,892

1,683

小型動力ポンプ付積載車整備事業（消防本部）

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ
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(一般会計)　　　

１０款 教育費

　　１項 教育総務費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

３教育振興費

　医療的ケア支援事業 16,231 3,910 12,321 213

○報償費（講師等謝礼）

○費用弁償

○消耗品

○医療的ケア支援業務委託料

　教育振興費

897 897 213

○ライセンス・著作権等使用料

１０款 教育費

　　２項 小学校費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１学校管理費

　学校施設・設備等整備事 12,243 12,243 215

　業

１０款 教育費

　　３項 中学校費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１学校管理費

　学校施設・設備等整備事 4,796 4,796 217

　業

○深川中学校特別教室棟トイレ改修工事

〇仙崎中学校受変電設備改修工事実施設計業務

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

○小学校特別教室空調設備整備工事実施設計業務

12,243

目・細目 事業名・内容 事業費

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

小学校施設改修事業（教育総務課）

学校における著しく劣化した施設・設備について、
児童の良好な学習環境を確保するため、改修を行う。

16,137

【新】教育振興費(スタディポケット導入) （学校教
育課）

令和７年５月から山口県教育委員会の実証モデル事
業として県内全公立中学校を実証モデル校に指定し、
令和７年度限定で提供された学校向け生成ＡＩサービ
ス「スタディポケット」を県から引き継いで導入し、
生徒の個別最適な学びの実現に資する。

897

目・細目 事業名・内容

【拡】医療的ケア支援事業（学校教育課）

医療的ケア対象児童が２名に増加、その内１名につ
いては長時間かつ複数名による医療的ケアを要するた
め、必要な看護師２名（１名増）と介助員１名（新
規）を配置し、医療的ケア実施体制を強化する。

35

29

30

847

左の財源内訳 予　算
説明書
ページ

中学校施設改修事業（教育総務課）

学校における著しく劣化した施設・設備について、
生徒の良好な学習環境を確保するため、改修を行う。

3,949
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(一般会計)　　　

１０款 教育費

　　６項 社会教育費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

９図書館費

　図書等整備事業 963 963 225

○読書バリアフリー対応図書購入

○雑誌等追加購入

○視覚障害者等情報総合ネットワーク利用料

　図書館費

6,189 6,189 225

○車両本体

○手数料 

○自賠責保険料

○自動車重量税

　図書館運営費

6,204 6,204 227

○外壁タイル補修工事

○外壁タイル補修等調査委託料

2,850 2,850 227

○昇降機更新リース料

47,055 42,300 4,755 227

○空調設備更新工事 

現在運行している移動図書館車は、平成19年３月に
寄贈を受け運用しているが、車体が大きいため通行で
きる道路や停車場所に制限がある上、老朽化により維
持費等の負担が増加していることから、運用しやすい
小さな車体に更新する。

6,158

12

予　算
説明書
ページ

図書館充実事業（地域連携教育推進課）

「読書バリアフリー法」に基づき、読書への障害を
なくし誰もが読書を楽しめる社会の実現に向け、バリ
アフリー対応図書を購入する。また、雑誌や児童書の
購入を通じて、利用者のニーズに応える資料の充実を
図る。さらに、「サピエ」会員となることで、視覚障
害者等が点字のデータ等を利用できるようにする。

604

319

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

図書館開館から27年経過し、吸収式冷温水機３台の
うち１台が故障、残り２台で空調を運転している現
状。設備の耐用年数を考慮し、設備を更新する。

47,055

3,784

【新】長門市立図書館昇降機改修事業（地域連携教育
推進課）

図書館の油圧式エレベーターは法定耐用年数及び計
画耐用年数が経過している上に、製品の製造が停止さ
れ部品の調達が困難であることから、リニューアルを
行う。

2,850

【新】長門市立図書館空調設備更新工事（地域連携教
育推進課）

12

7

【新】長門市立図書館外壁等改修事業（地域連携教育
推進課）

タイルの亀裂が生じている図書館玄関横柱の外壁タ
イル補修を行う。また、屋外（外壁・屋上）の剥離・
漏水等の調査を行い、調査後に改修必要箇所を検討
し、長寿命化を図る。

2,420

40

【新】移動図書館車両整備事業（地域連携教育推進
課）
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(一般会計)　　　

１０款 教育費

　　７項 保健体育費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

４学校給食費
　学校給食費 108,032 58,000 49,100 914 18 227

〇賄材料費（児童生徒分）

〇小・中学校給食費補助金

小・中学校給食費無償化事業（教育総務課）

子育て世帯の経済的負担軽減を図り、全ての児童生
徒が安心して学べる教育環境を整備するため、学校給
食費を無償化する。

106,497

1,535

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ
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(国民健康保険事業特別会計)　　　

２款 保険給付費

　　１項 療養諸費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１療養給付費

　療養給付費 3,104,028 3,102,328 1,700 263

○一般被保険者見込世帯数：4,164世帯

○一般被保険者見込数：5,658人

３療養費

　療養費 14,518 14,518 263

２款 保険給付費

　　２項 高額療養費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１高額療養費

　高額療養費 481,461 481,461 263

２款 保険給付費

　　４項 出産育児諸費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１出産育児一時金

　出産育児一時金 4,000 2,666 1,334 265

２款 保険給付費

　　５項 葬祭諸費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１葬祭費

　葬祭費 5,500 5,500 265

目・細目 事業名・内容 事業費

予　算
説明書
ページ

国民健康保険法に基づき、保険給付のうち疾病・負
傷に関し、療養の給付、入院時食事療養費・生活療養
費、訪問看護療養費等の現物給付を実施。

療養費（総合窓口課）

国民健康保険法に基づき、保険給付のうち疾病・負
傷に関し、柔道整復・コルセット等の療養費及び特別
療養費等の現金給付を実施。

目・細目 事業名・内容
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

療養給付費（総合窓口課）

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

左の財源内訳 予　算
説明書
ページ

事業費

出産育児一時金（総合窓口課）

産科医療補償制度加入の医療機関等で出産の場合は
50万円、加入していない医療機関等で出産や死産、並
びに海外で出産の場合は48万８千円を支給。
なお、一時金は医療機関等へ直接支払っており、残

金を世帯主へ支給。

高額療養費（総合窓口課）

国民健康保険法に基づき、保険給付のうち疾病・負
傷に関し、高額療養費の給付を実施。

目・細目 事業名・内容 事業費
予　算
説明書
ページ

葬祭費（総合窓口課）

左の財源内訳

国民健康保険法に基づき、被保険者が死亡したとき
に、一人当たり５万円を葬祭費の一部補助として支
給。
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(国民健康保険事業特別会計)　　　

３款 国民健康保険事業費納付金

　　１項 医療給付費分 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１医療給付費分

　医療給付費分 602,060 44,535 139,177 418,348 267

３款 国民健康保険事業費納付金

　　２項 後期高齢者支援金等分 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１後期高齢者支援金等分

　後期高齢者支援金等分 203,617 43,311 160,306 267

３款 国民健康保険事業費納付金

　　３項 介護納付金分 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１介護納付金分

　介護納付金分 58,569 12,607 45,962 267

３款 国民健康保険事業費納付金

　　４項 子ども・子育て支援金分 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１子ども・子育て支援金分

　子ども・子育て支援金分 20,572 4,008 16,564 267

目・細目 事業名・内容 事業費

予　算
説明書
ページ

医療給付費分事業費納付金（総合窓口課）

県が財政運営の責任主体として、保険給付に必要な
費用を全額市町に対して支払い（保険給付費等交付金
の交付）、市町は、県が医療費水準や所得水準などを
考慮して市町ごとに決定した事業費納付金を県に納
付。

目・細目 事業名・内容 事業費
予　算
説明書
ページ

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

左の財源内訳 予　算
説明書
ページ

左の財源内訳

介護納付金分事業費納付金（総合窓口課）

県が財政運営の責任主体として、保険給付に必要な
費用を全額市町に対して支払い（保険給付費等交付金
の交付）、市町は、県が医療費水準や所得水準などを
考慮して市町ごとに決定した事業費納付金を県に納
付。

後期高齢者支援金等分事業費納付金（総合窓口課）

県が財政運営の責任主体として、保険給付に必要な
費用を全額市町に対して支払い（保険給付費等交付金
の交付）、市町は、県が医療費水準や所得水準などを
考慮して市町ごとに決定した事業費納付金を県に納
付。

目・細目 事業名・内容 事業費
予　算
説明書
ページ

【新】子ども・子育て支援金分事業費納付金（総合
窓口課）

県が財政運営の責任主体として、保険給付に必要な
費用を全額市町に対して支払い（保険給付費等交付金
の交付）、市町は、県が医療費水準や所得水準などを
考慮して市町ごとに決定した事業費納付金を県に納
付。

左の財源内訳

- 36 -



(国民健康保険事業特別会計)　　　

５款 保健事業費

　　１項 特定健康診査等事業費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１特定健康診査等事業費

　特定健康診査等事業費 44,210 31,190 13,020 269

５款 保健事業費

　　２項 保健事業費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１疾病予防費

　疾病予防費 7,676 2,493 5,183 269

予　算
説明書
ページ

目・細目 事業名・内容 事業費

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

疾病予防費（総合窓口課）

国民健康保険法で規定される努力義務に従い、医療
費通知、ジェネリック医薬品差額通知及び人間ドック
実施等に係る経費

特定健康診査等事業費（総合窓口課）

高齢者の医療の確保に関する法律の施行により、医
療保険者に義務づけられる特定健康診査及び特定保健
指導に係る事業に要する経費

○対象者：40歳から75歳未満の被保険者

左の財源内訳
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(介護保険事業特別会計)　　　

２款 保険給付費

　　１項 サービス等諸費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１介護サービス給付費

　介護サービス給付費 1,226,385 484,056 331,124 411,205 303

○訪問介護

○訪問入浴介護

○訪問看護

○訪問リハビリテーション

○居宅療養管理指導

○通所介護

○通所リハビリテーション

○短期入所生活介護

○短期入所療養介護

○特定施設入居者生活介護

○福祉用具貸与

２地域密着型介護サービス

　給付費 439,486 173,465 118,661 147,360 303

　地域密着型介護サービス

　給付費

○認知症対応型共同生活介護

○地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護

○認知症対応型通所介護

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護

○地域密着型通所介護

３施設介護サービス給付費

　施設介護サービス給付費 1,850,878 730,541 499,737 620,600 303

○介護老人福祉施設

○介護老人保健施設

○介護医療院

２款 保険給付費

　　２項 介護予防サービス等諸費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１介護予防サービス給付費

　介護予防サービス給付費 56,639 22,355 15,293 18,991 305

○介護予防訪問看護

○介護予防訪問リハビリテーション

○介護予防居宅療養管理指導

○介護予防通所リハビリテーション

○介護予防短期入所生活介護

○介護予防短期入所療養介護

○介護予防特定施設入居者生活介護

○介護予防福祉用具貸与

予　算
説明書
ページ

居宅介護サービス給付費（高齢福祉課）

8,684

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

　在宅介護サービス利用者に対する給付を行う。

247,087

3,860

50,181

42,216

7,455

385,907

105,367

158,584

17,558

106,998

99,943

地域密着型介護サービス給付費（高齢福祉課）

地域密着型介護サービス利用者に対する給付を行
う。

200,400

59,000

28,018

予　算
説明書
ページ

介護予防サービス給付費（高齢福祉課）

144,613

施設介護サービス給付費（高齢福祉課）

　施設介護サービス利用者に対する給付を行う。

1,117,249

534,264

199,365

2,899

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳

　在宅介護予防サービス利用者に対する給付を行う。

6,085

6,669

780

17,309

624

4,380

17,893
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(介護保険事業特別会計)　　　

２款 保険給付費

　　２項 介護予防サービス等諸費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

２地域密着型介護予防サー

　ビス給付費 2,000 789 540 671 305

　地域密着型介護予防サー

　ビス給付費

○介護予防認知症対応型通所介護

○介護予防認知症対応型共同生活介護 1,000

目・細目 事業名・内容
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

地域密着型介護予防サービス給付費（高齢福祉課）

地域密着型介護予防サービス利用者に対する給付を
行う。

1,000

事業費
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(後期高齢者医療事業特別会計)　　　

１款 総務費

　　１項 総務管理費 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１一般管理費

　後期高齢者医療事業（保 2,025 2,025 333

　健事業）

２款 後期高齢者医療広域連合納付金

　　１項 後期高齢者医療広域連合納付金 （単位：千円）

国　県
支出金

市債 その他
一般
財源

１後期高齢者医療広域連合

　納付金 925,436 234,601 690,835 333

　後期高齢者医療広域連合

　納付金

事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

目・細目 事業名・内容 事業費
左の財源内訳 予　算

説明書
ページ

後期高齢者医療事業（保健事業）（総合窓口課）

後期高齢者医療広域連合納付金（総合窓口課）

　後期高齢者医療保険料の徴収業務は市町業務として
いるが、事業全般にわたる運営は山口県後期高齢者医
療広域連合が実施していることから、徴収した保険料
及び運営経費の一部を負担金として納付。

　75歳以上が加入する後期高齢者医療保険被保険者を
対象に、生活習慣病などの早期発見を行うための健診
事業に係る経費

目・細目 事業名・内容
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●令和８年度当初予算　入湯税充当状況

　　「入湯税」とは、

　　　

【歳入】入湯税 68,491 千円

うち引上げ分 30,981 千円

【充当状況】 （単位：千円）

国・県
支出金

地方債 その他 入湯税 その他

53,460 0 53,460

54,028 38,700 25 15,303

15,471 9,700 471 5,300

198,089 50,465 37,014 110,610

321,048 0 38,700 60,165 37,510 184,673

30,981 30,981 0

30,981 0 0 0 30,981 0

352,029 0 38,700 60,165 68,491 184,673

観光振興

　鉱泉浴場に入浴する入湯客にかかる税金で、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設、消防施設
及び観光施設の整備や、観光の振興のために必要な経費に充当されます。
　なお、本市では、長門湯本温泉における観光まちづくりの実施に係る持続的な財源確保を図る
ため、令和２年４月から税率を引き上げております。（引上げ額：150円）
　本市の令和８年度当初予算における、入湯税の充当状況は下記のとおりです。

充当先 当初予算額

財源内訳

特定財源 一般財源

標準税率分

環境衛生施設の整備

消防施設等の整備

観光施設の整備

標準税率分計

引上げ分

長門湯本温泉みらい振
興基金積立金

引上げ分計

合計
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●令和８年度当初予算　地方消費税交付金充当状況

　　「地方消費税交付金」とは、

【歳入】地方消費税交付金 800,000 千円

うち社会保障財源化分 436,363 千円

【歳出】社会保障施策に要する経費 千円

（単位：千円）

国　県
支出金

市　債 その他
地方消費税交
付金（社会保
障財源化分）

その他

社会福祉総務費 96,450 26,534 15,800 85 7,777 46,254

障害者支援施策費 29,106 8,653 2,944 17,509

障害福祉サービス費 1,281,708 943,736 48,647 289,325

老人福祉費 248,695 29,611 49,055 24,474 145,555

老人福祉施設費 4,007 137 557 3,313

福祉医療費 324,882 72,781 92,500 94,888 9,315 55,398

老人医療費 5,622 3,070 367 2,185

行旅病人及び死亡人取扱費 1,478 1,415 9 54

児童福祉総務費 313,210 147,357 53,788 16,130 95,935

児童措置費 891,674 726,842 23,726 141,106

母子福祉費 116,038 40,080 6 10,932 65,020

保育園費 646,572 27,493 8,070 87,947 523,062

生活保護扶助費 413,679 301,967 4,519 15,429 91,764

小　計 4,373,121 2,326,469 108,300 213,618 248,254 1,476,480

国民健康保険事業 371,958 144,882 900 32,556 193,620

介護保険事業 643,320 29,905 900 88,164 524,351

後期高齢者医療事業 280,375 175,950 900 188 14,874 88,463

国民年金事務費 10,408 7,788 377 2,243

小　計 1,306,061 358,525 2,700 188 135,971 808,677

母子保健事業費 45,330 16,952 313 4,040 24,025

健康増進事業費 66,283 3,268 917 8,938 53,160

感染症予防費 169,618 1 24,414 145,203

狂犬病予防費 131 1 130

地域医療推進費 146,351 16,339 300 27,266 14,746 87,700

小　計 427,713 36,560 300 28,627 52,138 310,088

6,106,895 2,721,554 111,300 242,433 436,363 2,595,245

※地方消費税交付金の充当については、各事業の一般財源を基に単純按分しています。

合　計

事業名

　消費税の国分と併せて地方分が徴収されており、地方税の２分の１が都道府県に、残りの２分
の１が人口等の割合で市町村に配分され、国から県を通じて交付される一般財源です。
　消費税率（国・地方分）が平成26年４月より５％から８％へ、また、令和元年10月より８％か
ら10％へ引き上げられたことによる地方消費税交付金の増加分については、社会保障施策に要す
る経費に充てるものとされています。
　本市の令和８年度当初予算における、社会保障施策経費への充当状況は下記のとおりです。

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

6,106,895

当初予算額

財源内訳

特定財源 一般財源
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